
第１回日田彦山線復旧会議検討会 
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○鉄道で復旧するための方策に関する検討                 (P.30～P.11) 
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【砂防事業の取組と効果】 
・本迫川において土砂の流出を防ぐため、砂防ダムおよび渓流保全工の整備に着手 
・ＪＲ平迫橋りょう付近では、河道拡幅により流下能力の向上を図る 
・ＪＲ平迫橋りょう地点にて、土砂災害による被害を軽減 

日田彦山線に関係する本迫川の砂防事業について  【福岡県】 

事業名   ：災害関連緊急砂防事業 
        砂防激甚災害対策特別緊急事業等 
河川名   ：本迫川 
事業内容：砂防ダム、渓流保全工、橋梁架替 
事業費   ：約１５億円（予定） 
事業期間：Ｈ２９～Ｈ３４ （予定） 

宝珠山川 

本迫川 

JR平迫橋りょう 

宝珠山川 
本迫川 

JR平迫橋りょう 

渓流保全工 

JR平迫橋りょう 

砂防ダム 

渓流保全工 
L=約400m 

本迫川 

宝珠山川 
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【改良復旧事業の取組と効果】 
・大肥川流域において改良復旧事業に着手 
・ＪＲ福井橋りょう付近では、河道拡幅により流下能力を向上 
・ＪＲ福井橋りょう地点にて、溢水による浸水被害を解消 

日田彦山線に関係する大肥川流域の改良復旧事業について  【福岡県】 

事業名   ：河川災害復旧助成事業 
河川名   ：大肥川、宝珠山川 
事業内容：延長Ｌ＝１６．２ｋｍ 
       河道拡幅、河床掘削 
       井堰改築、橋梁架替 
事業費   ：約７６億円 
事業期間：Ｈ２９～Ｈ３３ 

大行司駅 

筑前岩屋駅 

大肥川助成事業区間 L=11.3km 

宝珠山川助成事業区間 L=4.9km 

ＪＲ福井橋りょう 

復緊区間（大分県） 

ＪＲ福井橋りょう 
ＪＲ福井橋りょう 
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改良復旧に伴う費用負担及び今後の取り組みについて（福岡県） 

【費用負担の考え方】 

【うち、JR九州負担（B）】 

JR橋の残存価値に応じた費用等 → JR九州と県にて費用を算出 

【橋梁架替費（A）】 

全費用 → JR九州と県で設計協議を行い、費用を算出 

【うち、福岡県負担（C）】 

（C）＝（A）－（B） 

【費用負担協議の考え方】 

大肥川、平迫川は、九州北部 
豪雨による災害に対する 
改良復旧が必要 

JR平迫橋りょう及び 
JR福井橋りょうの２橋は、 
河道拡幅により流下能力
の向上を図る必要がある 

県の事業として
橋梁架替が必要 

所有者（JR九州）と 
事業者（福岡県）で
、 
費用負担について 
協議が必要 

※橋梁架替は鉄道復旧が前提条件 

【課題】 

１．具体的な橋梁架替工事のスケジュール管理や費用負担協議に必要なJR橋の調査及び設計の 
  早期着手 
２．JR橋撤去を含む橋梁架替に係る設計と河道拡幅に必要な設計の連携 

【現状】 

JR橋付近の流下能力が不足しており、治水安全上、早期に河道拡幅を行う必要がある 

【今後の取り組みについて】 
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【対策事業の取組内容】 
・大行司駅付近の急傾斜地でがけ崩れが発生したことを受け、周辺民家の保全のために本事業に着手 
・JRと連携し、ＪＲ所有地の範囲についてはJRが復旧、それ以外の下記範囲については県が復旧。 

日田彦山線に関係する大行司地区の急傾斜地崩壊対策事業について 【福岡県】 

事業名   ：災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業 
箇所名   ：東峰村大字宝珠山 
事業内容：延長 Ｌ＝約４０ｍ 
       吹付法枠工、アンカー工 
事業費   ：約１．２億円（予定） 
事業期間：Ｈ２９～Ｈ３０ （予定） 

JR大行司駅 

駅舎崩壊 

大行司地区 
災害関連緊急急傾斜地 
崩壊対策工事 

主
要
地
方
道 

 
 

 
 

八
女
香
春
線 

国道２１１号 

大行司駅 

用地境界 

L=約40m 



大肥川復緊事業区間 L＝8.1km 

  浸水範囲 

日田彦山線に関係する大肥川の河川改修について   【大分県】 

助成区間（福岡県） 

Ｌ＝11.3ｋｍ 

事 業 名：河川災害復旧等関連緊急事業  
河 川 名：大肥川 
事業内容：延長Ｌ＝８．１ｋｍ 
     河道掘削、築堤、護岸、橋梁改築 
事 業 費：５０億円 
事業期間：Ｈ２９～Ｈ３３（予定） 

※大肥川大分県流域内 

【河川改修の取組と効果】 

・大肥川において河川改修に着手 

・ＪＲ竹本橋りょう付近では、新たに捷水路を設けて洪水を流下 

・ＪＲ竹本橋りょう地点の流量を大きく低減 

ＪＲ竹本橋りょう 

助成区間（鶴河内川） 

L=4.2km 

浸水戸数（戸） 

床上 床下 計 

80 26 106 

大鶴駅 

宝珠山駅 

ＪＲ竹本橋りょう 

ＪＲ竹本橋りょう 

今山駅 
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捷水路計画と効果 

【捷水路計画】 
 大肥川上流域の河川改修では、治水安全度・期間・コ
スト等を踏まえ、洪水を現川と新たに整備する捷水路に
分水し、氾濫を防止する計画とした。 
 
 計画流量 400m3/s 
    ⇒ 流量配分 現川 100m3/s 捷水路 300m3/s 
 

【捷水路の効果】 
 ＪＲ竹本橋りょう地点（計画流量流下時） 
  ①流量が１／４に減少 （400m3/s⇒100m3/s） 

  ②洪水位が１．７ｍ低減することにより、桁下に所要の 
    余裕高を確保 (余裕高1.6ｍ > 必要余裕高 0.8ｍ) 

  ③流木災害のリスクが減少 

流量配分計画 

合流地点 

7k200 

 

7k251 
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ＪＲ竹本橋りょう 断面図 

洪水位を１．７m低減 
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ＪＲ竹本橋りょうの評価 

【 考 察 】 
 径間長については基準を満たしていないものの、流量が１／４になることにより流木量も減少するなどの捷水
路の効果を考慮すると、今回と同規模の洪水では氾濫に繋がるような流下阻害は発生しないと考える。 

 このため、竹本橋りょうは架け替えではなく、修繕で対応することが可能となるのではないか。 

 

※河積阻害率は、構造設計を行う際の目安であるため除外した 
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沿線の現状と今後の取組【東峰村】 
【総人口の推移と将来推計】 
・東峰村の総人口は、宝珠山炭鉱の全盛や第1 次ベビーブームに伴って、1950年まで大きく増加し、過去最高の
8,666人に達した。その後、炭鉱閉山や高度経済成長期の都市圏への就職などによる影響から、1970年までに総人
口は急速に減少している。1975年の3,819人以降は2010年の2,432人まで一定の人口減少が続いている。 
・2015年以降の国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計によると、今後、人口は減少を続け、2040年
には、1,370人になると推計されている。 

※東峰村まち・ひと・しごと創生 
  総合戦略（H28.2）より抜粋 

資料：２０１０年以前は国勢調査 
     ２０１５年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計 
    （※２００５年以前は宝珠山村、小石原村の総人口の計） 

4,679 4,612 

4,740 

5,243 

7,425 

7,666 

8,666 

8,112 

6,352 

4,860 

4,190 
3,819 

3,594 3,560 
3,371 

3,117 2,948 
2,749 

2,432 
2,225 

2,026 
1,838 1,672 1,519 1,370 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

19
20

19
25

19
30

19
35

19
40

19
46

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

総人口

（人）

（
年

）

宝
珠
山
炭
鉱
閉
山

1971-74
（S46-49）

1946-49
（S21-24）

1963
（S38）

高度経済成長期

1954-73（S29-48）

第
１
次

ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム

第
２
次

ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム

4,679 4,612 

4,740 

5,243 

7,425 

7,666 

8,666 

8,112 

6,352 

4,860 

4,190 
3,819 

3,594 3,560 
3,371 

3,117 2,948 
2,749 

2,432 
2,225 

2,026 
1,838 1,672 1,519 1,370 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

19
20

19
25

19
30

19
35

19
40

19
46

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

総人口

（人）

（
年

）

将来推計 
（社人研による推計値） 

  

実 績 

1950（昭和25）年 
総人口のピーク 
8,666人 

2005年３月 

宝珠山村と小石原村が合併 

総人口の推移 

  



15 

沿線の現状と今後の取組【東峰村】 
【年齢３区分別人口の推移と将来推計】 
・実績ベースでは総人口の減少に伴い生産年齢人口と年少人口が大きく減少している。1980年時点では年少人口
が老年人口を上回っていたが、1985年から逆転し、その差は拡大傾向にある。 
・社人研による2015年以降の推計では、さらに生産年齢人口、年少人口の減少は進み、一方、老年人口の減少は
緩やかであるため、2020年以降は生産年齢人口を上回る見込みとなっている。 
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パターン２（日本創生会議推計準拠）

◆パターン１（社人研推計準拠） 

 ○ 国勢調査による 2010（平成 22）年 10 月 1 日現在の人口を基準人口に、2005（平成 17）年から 2010（平
成 22）年の人口の動向を勘案し将来の人口を推計 

【出生に関する仮定】 

2010（平成 22）年の全国の子ども女性比（15～49 歳女性人口に対する 0～4 歳人口の

比）と各市町村の子ども女性比との比をとり、その比が 2015（平成 27）年以降、2040（平

成 52）年まで一定として市町村ごとに仮定。 

【死亡に関する仮定】 

原則として、55～59 歳から 60～64 歳以下では、全国と都道府県の 2005（平成 17）年

から 2010（平成 22）年の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市町村に対して

一律に適用。60～64 歳から 65～69 歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の 2000

（平成 12）年から 2005（平成 17）年の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適

用。 

○ 移動率は、今後一定程度縮小すると仮定した推計 

【移動に関する仮定】 

2005（平成 17）年から 2010（平成 22）年の国勢調査に基づいて算出された純移動率が、

2015（平成 27）年から 2020（平成 32）年までに定位率で 0.5 倍に縮小し、その後はそ

の値を 2035（平成 47）年から 2040（平成 52）年まで一定と仮定。 

◇シミュレーション１ 

○ パターン 1（社人研推計準拠）をベースに、合計特殊出生率に関して異なる仮定を設定 

【出生・死亡に関する仮定】 

2030（平成 42）年までに、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる

水準 2.1）まで上昇したと仮定。 

【移動に関する仮定】 

パターン１（社人研推計準拠）と同様。 

◇シュミレーション２ 

○ パターン 1（社人研推計準拠）をベースに、合計特殊出生率と移動率に関して異なる仮定を設定 

【出生・死亡に関する仮定】 

2030（平成 42）年までに、合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる

水準 2.1）まで上昇したと仮定。 

【移動に関する仮定】 

人口移動が均衡した場合（転入・転出数が同数となり、移動がゼロとなった場合）と仮定。 

◆パターン２（日本創生会議推計準拠）  

 ○ 社人研推計をベースに、移動に関して異なる仮定を設定 

【出生・死亡に関する仮定】 

パターン１（社人研推計準拠）と同様。 

【移動に関する仮定】 

全国の移動総数が、社人研の 2010（平成 22）～2015（平成 27）年の推計値から縮小せ

ずに、おおむね同水準でそれ以降も推移すると仮定。 

 

沿線の現状と今後の取組【東峰村】 
【将来人口推計】 
・４パターンで将来人口推計を比較し、目指すべき将来の施策の方
向性を決める。 
・シミュレーションの結果から、合計特殊出生率上昇の対策のみで
は人口減少の抑制効果は低く、加えて人口移動を均衡させた場合
において、人口減少抑制の効果が現れることがわかる。 

＜ 総人口の将来推計 ＞ 

2,026
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1,370
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（人）

（年）

パターン１（社人研推計準拠）

シミュレーション１（出生率上昇・人口移動縮小）

シミュレーション２（出生率上昇・人口移動ゼロ）

パターン２（日本創生会議推計準拠）

2020年以降 

2,000人を下回る 

＜ 人口推計の概要 ＞ 

＜ 若年女性人口（20～39歳）の増減率推移 ＞ ＜ 老年人口比率の推移 ＞ 
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沿線の現状と今後の取組【東峰村】 

目指すべき将来の施策の方向性 

 ■ 東峰村の人口減少を抑える
・ ・ ・

こと           

・自然減対策 

→ 自然減を縮小させるためにも、出生数を上げる必要がある。 

・社会減、労働力・後継者不足対策 

→ 進学・就職だけでなく、結婚や子育て期においても本村からの転出
抑制を図ること、積極的な転入・Uターン対策が必要である。 

→ 居住地の確保と住みよい環境づくりを行い定住しやすい基盤をつく
る。 

→ 若者の雇用の場を確保する。 

 

 

 ■ 東峰村の人口減少に備える
・ ・ ・

こと          

・集落の限界、高齢化対策 

→ 高齢者の安全と健康を見守るまちづくりが必要である。 

・生活基盤整備の不足対策 

→ 買物や交通手段などの基盤整備の環境づくりが必要である。 



沿線の現状と今後の取組【添田町】 
【人口・高齢化の現状・推計】 
・添田町の人口は、石炭産業の発展とともに増加し1955年に27,987人とピークを迎えた。その後、1960年代以降の
石炭需要の縮小とともに人口は減少し、2010年の人口は10,909人となっている。 
・高齢化率は人口のピークである1955年で5.2%であったが、年々上昇し、2010年で33.7%となった。 
・国立社会保障・人口問題研究所によると、 2015年以降も人口減少・少子高齢化の傾向が続き、2060年には人口
が4,316人、高齢化率は42.2%になると推計されている。 

※添田町人口ビジョン（H27.11）より抜粋 

資料：１９６０～２０１０年は国勢調査 
     ２０１５年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計 

年少人口

生産年齢人口

老年人口

19,936人

27,978人

10,909人
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社人研による推計値
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沿線の現状と今後の取組【添田町】 

添田町の人口の展望 
①自然動態 

・「結婚・出産・子育てに関する意識調査」の結果等をもとに算出した、町民理想出生率は、人口置換

水準と同様の 2.07（※4）と算出される。 

・添田町の将来人口推計における自然動態の前提条件は、2030年までに県民希望出生率である 1.8に回

復し、その後、2040年に町民理想出生率である 2.07を実現するという設定で算出する。 

 

自然動態の前提条件 
2030年までに県民希望出生率である 1.8に回復し、 

2040年に町民理想出生率である 2.07を実現 

 

※4：有配偶者及び独身者の割合については国勢調査の本町のデータを用い、理想子ども数については

「結婚・出産・子育てに関する意識調査」のデータを用いて、町独自に算定したもの 
有配偶者割合(2010国

勢調査)(添田町・女性

20~34 歳) 

理想子ども数 

(添田町・20～40

代・町民意識調査) 

独身者割合(2010 国勢調査) 

（添田町・女性 20~34 歳） 

（1-有配偶者割合） 

独身者のうち結婚希望

者割合（全国・女性

18~34 歳） 

独身者の希望子ど

も数(福岡県・女性

18~34 歳） 

離死別再婚効果

係数 

（全国） 

 

（37％ × 2.60人 + 63％ × 89％ × 2.22人） × 0.938 ＝ 2.07 

 

②社会動態 

・添田町では 2019年までに、総合戦略の実施により年間 25名の人口減少抑制施策を実施する予定であ

る。また、2020年以降も同様のペースでの人口減少抑制対策を実施した場合の人口については、「添

田町推計」として推計する。 

・なお、2019 年までに人口減少を抑制する世帯の構成は、0～9 歳までの子どもを持つ 20～39 歳の夫

婦世帯と仮定し、2020年以降は 0～69歳までの年代を想定する。 

社会動態の前提条件 
添田町独自の定住促進施策により、 

年間 25人の人口減少を抑制 
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沿線の現状と今後の取組【添田町】 
【将来人口推計】 
・社人研による推計と、国の前提条件に準拠した推計、福岡県の前提条件に準拠した推計に加え、添田町の
前提条件で推計を行うと、下記のグラフとなる。 
・社人研によると、2060年の添田町の人口は4,316人と推計される。また同時期に、国の前提条件では、5,216
人、福岡県の前提条件では5,395人と推計される。 
・前述の添田町独自の前提条件のもとでは、2060年の推計人口は6,648人と推計される。 

※社人研推計：国立社会保障人口問題研究所による推計 
※国準拠：国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」で示された前提条件をもとに、添田町が独自集計 
※福岡県準拠：福岡県人口ビジョン（ケース２）で示された前提条件をもとに、添田町が独自集計 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計 10,909 10,062 9,294 8,525 7,793 7,096 6,428 5,805 5,256 4,768 4,316

国準拠 10,909 10,101 9,388 8,685 8,026 7,415 6,851 6,328 5,875 5,481 5,126

福岡県準拠 10,909 10,138 9,458 8,787 8,159 7,576 7,033 6,531 6,100 5,728 5,395

添田町独自推計 10,909 10,229 9,651 9,094 8,589 8,140 7,743 7,387 7,097 6,858 6,648

9,294

4,316

5,126
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4,000

5,000
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福岡県準拠

添田町独自推計
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沿線の現状と今後の取組【添田町】 
添田町 まち・ひと・しごと創生総合戦略 
 
３つの基本目標の一体的な推進 
・３つの基本目標は、互いに重なる分野があり、相乗効果が期待される。「地域資源を生かした農林業の振興」「英
彦山を核とした観光振興」「安心して住み続けられる定住促進」の３本の矢を強力に推し進めることで、添田町の地
方創生を実現する。 
・各基本目標における戦略ターゲットや進捗状況等の情報は職員全体で共有し、全庁的に取り組む。また各基本
目標の実現のため、他の自治体や企業等との連携も視野に入れ、プロモーションの強化に務めるとともに、全ての
産業分野における起業（創業）を支援する。 
 
図 ３本の矢の一体的な推進 

 

 

 



沿線の現状と今後の取組【日田市】 
【総人口推計】 
・総人口は、本市が誕生した1940年以降、第1 次ベビーブームにより年々増加傾向にあったが、1955年にピークを
迎えた後は、高度経済成長による都市圏への人口流出によって大幅に減少 
・1975年から1990年までは横ばいで推移したものの、1990年代初頭により再び人口流出が起こり、総人口は再び減
少傾向となっている 
・国立社会保障・人口問題研究所準拠によると、今後も減少が続き、2040年には5 万人を下回ると推計されている 

※日田市まち・ひと・しごと創生 
 人口ビジョン（H28.2）より抜粋 
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沿線の現状と今後の取組【日田市】 
【年代区分別推計】 
・年少人口(0～14 歳)及び生産年齢人口(15～64 歳)は、ピーク以降減少傾向にあり、老年人口(65 歳以上)は2020
年までは増加するものの、その後は減少することが予想される 
・高齢化率は年々増加し、1975年には11.0％、2015年には32.6％になり、2040年には40％を超えることが予想される 
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沿線の現状と今後の取組【日田市】 

日田市まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成28年２月策定） 
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沿線の現状と今後の取組【日田市】 

【将来の人口】 
・人口の東京一極集中の是正等、国
の取組に併せ、本市でも自然増対
策及び社会増対策に積極的に取り
組むことで、人口減少の抑制を目指
す 
 
・年齢3 区分別人口の推移をみると
、老年人口は2035年には減少する
ものの、年少人口は2030年から増
加に転じ、生産年齢人口も2050年
から増加に転じることから人口構成
の改善が図られていく 
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地域に支えられている沿線の取り組み 

駅名 用途 所有者 

大行司駅 
喫茶店 

東峰村及び社会奉仕団体ライオンズ 
クラブにより復元予定 

東峰村 

採銅所駅 
「第ニ待合室」 

（香春町への移住等の相談・協力） 
香春町 

田川伊田駅 
飲食店、簡易宿泊施設等 
（2019年５月工事完了予定） 

田川市 

【駅舎のコミュニティ施設化（自治体所有）】 

大行司 採銅所 田川伊田 
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地域に支えられている沿線の取り組み 

日田彦山線活性化推進沿線自治体連絡会 

 

【目的】日田彦山線の沿線自治体が一体となってその活性化に 

     取り組み、もって地域の発展及び住民の利便の向上を 

     図ることを目的とする。 

【構成】■会員 

     北九州市（事務局）、田川市、日田市、香春町、添田町、 

     川崎町、東峰村の各市町村長 

     ■オブザーバー 

     福岡県企画・地域振興部交通政策課 

     九州旅客鉄道株式会社筑豊篠栗鉄道事業部 
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地域に支えられている沿線の取り組み 

日田彦山線活性化推進沿線自治体連絡会 

【活動事例】 

28 

・ＰＲホームページによる情報発信 

・沿線住民に対する利用促進活動（広報チラシ） 

・企画団体列車の運行（みのり号、ＳＬ人吉客車） 

・ひたひこウォーキング（JR九州ウォーキングとの共催） 

 



地域に支えられている沿線の取り組み～JR九州ウォーキング～ 

年度別参加人数 (人) 
(回) 

日田彦山線（添田～夜明） 
開催回数 

(人) 平均参加人数(1回当たり) 約4割増加 
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宝珠山 

大鶴 

今山 

夜明 

歓遊舎ひこさん 

豊前桝田 

彦山 

日田 

光岡 

添田 

代行バスのご利用状況～代行バスの運行（Ｈ30.3.17～）～ 

５００ 

２１１ 

５２ 

３８６ 

５２ 

田川後藤寺 

池尻 

西添田 

豊前川崎 

凡例 

代行バスルート 

線路 

② 

③ 

筑前岩屋 

大行司 

Ｈ29/8/16 
運行開始 

Ｈ30/3/17 
運行開始 

① 

Ｈ29/8/16 
運行開始 

運行区間 車種 定員 運行会社 

① マイクロバス（Ｍ） 18名 or 28名 ㈲藤山観光 

② ジャンボタクシー（Ｊ） 9名 田川構内自動車㈱ 

③ 
中型バス（Ｂ） 

マイクロバス（Ｍ） 
55名 

18名 or 28名 
西鉄バス久留米㈱ 
㈲藤山観光 

バスの種類 

車種 マイクロバス 車種 ジャンボタクシー 車種 中型バス 
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添田

彦山

筑前岩屋

日田

18 19 20 21 2212 13 14 15 16 176 7 8 9 10 11

56

40  46                                                              

39 31 58 36 35 39  39 34 3124 52 33  33 56

26

26 01 00 10 05 42 41

40 27

32 11 35 25 47 24 02 32 02 36  41 30  38 32 10 03 43 39

添田

彦山

筑前岩屋

日田

18 19 206 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 21 22

02 28 29 00 1211 00 47 50 10 30 43 45 10 20 25 45 55 00 43 50 43 45 20 30 20 21

49 15 42 58 25 34 03 30 58 12 58 3008 30 58 07 43 3407

25 39 00 46 40 36 16 16

35 15 53 45 37 45 55 50 00 35 45 30  50 15  30 06

【列車ダイヤ（H29.4時点）】 

【代行バスダイヤ（H30.4時点）】 

本数 

（本） 

平均所要時間（分） 

区間別 全区間 

下 上 計 下 上 下 上 

10 12 22 14 11 

59 58 

9 9 18 

- - 

33 36 

本数 

（本） 

平均所要時間（分） 

区間別 全区間 

下 上 計 下 上 下 上 

13 
 

14 
 

27 
 

13 
 

13 
 

89 87 
4 4 8 - - 

8 8 16 50 46 

代行バスのご利用状況～列車ダイヤと代行バスダイヤとの比較～ 
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代行バスのご利用状況～日田彦山線代行バスのご利用状況～ 

（人/日） 

下り   

運行区間 ② ③ ② ① ② ③ ② ③ ① ③ ② ② ① ② ② ① ② 

添田 6:29 8:12 9:00 9:50 11:30 12:45 14:20 15:45 16:55 17:50 18:45 19:30 20:21 

彦山 6:42 8:25 9:13 10:03 11:43 12:58 14:33 15:58 17:08 18:03 18:58 19:43 20:34 

筑前岩屋 6:25 9:47 

→
 13:00 ↓ 15:40 ↓ 20:16 

日田 7:15 10:37 12:55 13:50 15:45 16:30 19:15 21:06 

車種 Ｊ Ｂ Ｊ Ｍ Ｊ Ｍ Ｊ Ｂ Ｍ Ｂ Ｊ Ｊ Ｍ Ｊ Ｊ Ｍ Ｊ 

32 

期間 
運行区間の
ご利用者数 

添田～夜明間 
のご利用者数 

3/17～4/7 
（春休み期間） 

4/8～4/27 
（新学期） 

4/28～5/6 
（G.W期間） 

6.4 

10.5 

http://www.jrkyushu.co.jp/railway/notice/


上り   

運行区間 ② ② ① ② ③ ② ① ② ① ③ ② ① ③ ② ② ② ③ ② 

日田 6:35 7:53 9:45 12:45 14:00 15:35 16:50 19:30 

筑前岩屋 

→
 8:39 

→
 

→
 14:46 ↓ 17:36 20:16 

彦山 5:49 6:15 7:42 6:58 9:34 10:52 12:30 13:52 15:12 16:42 17:30 18:30 19:07 20:07 

添田 6:02 6:28 8:00 7:11 9:47 11:10 12:43 14:10 15:25 17:00 17:43 18:43 19:20 20:20 

車種 Ｊ Ｊ Ｍ Ｊ Ｂ Ｊ Ｍ Ｊ Ｍ Ｂ Ｊ Ｍ Ｂ Ｊ Ｊ Ｊ Ｍ Ｊ 

代行バスのご利用状況～日田彦山線代行バスのご利用状況～ 

（人/日） 

33 

期間 
運行区間の
ご利用者数 

添田～夜明間 
のご利用者数 

3/17～4/7 
（春休み期間） 

4/8～4/27 
（新学期） 

4/28～5/6 
（G.W期間） 

7.5 

http://www.jrkyushu.co.jp/railway/notice/
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代行バスのご利用状況～日田彦山線代行バスご利用実態調査(4/24～4/25)～ 

34 ※代行バスの平均通過人員は、鉄道の営業キロにて算出 

16 19 

131 

29※ 

凡例 平均通過人員 
   鉄道（Ｈ28年度） 
   代行バス（区間別） 
   代行バス（添田～夜明間） 


